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福岡県行橋市

平成24年11月末現在
人口： 72,813人
65歳以上高齢者： 17,731人（24,35%）

行橋市の課題

• 高齢化への対応
–市内における高齢化率の格差（蓑島地区では

35％超）

–独居世帯・高齢夫婦世帯の増加→家族介護力の
低下

–介護財政の健全性の維持
• 後期高齢者の増加にどのように対応するか？

• 住民の多様性
–北九州市のベッドタウン化による人口流入→従
来の住民と新しい住民との間の交流



行橋市における地域福祉関連計画

みんなで支えあう行橋市福祉のまちづくり条例



みんなで支えあう行橋市福祉のまちづくり条例

行政が「手取り・足取り」事業を展開するのではなく、住民自らが「自分の問題」として
地域づくりに参加する「仕組みづくり」を行うこととした。

行橋市における市民との協同による地域福祉計画策定の取り組み



市民アンケートの結果
（18歳以上の市民1060名から回答）

多くの住民は自主的に地域づくりに参加したいと考えている

地域ワークショップの検討内容
地域特性の異なる3 地域（椿市校区＝山間部、

泉校区＝新興住宅地、行橋北校区＝古くから
の市街地）で、参加者延べ２７１人（６グループ）
による4 回のワークショップを行い、行橋市の各

地域における課題と対応策について協議



計画に示された具体的な取り組み

住民との協議を十分に行い、
誰がどこで何を行うのかを
計画書の中に明記した。これに
より計画をより「行動計画」的な
ものにする工夫をしている。
計画の各項目はその進捗状況
を定期的に評価している。

日常生活圏域ニーズ調査の
結果を地区診断への活用

分析結果を踏まえた地区の選定と、いきいき
サロンの実践



データに基づく地区診断と
モデル地域による実践の一般化

日常生活圏域
ニーズ調査

日常生活圏域
ニーズ調査

地区診断
ターゲット集団の把握

地区診断
ターゲット集団の把握

候補地区担当者
との協議

候補地区担当者
との協議

社会福祉協議会
との調整

社会福祉協議会
との調整

モデル地区での
実践

モデル地区での
実践

• 世話役の決定
• 場所・回数の設定

事業一般化のた
めの検討

事業一般化のた
めの検討

モデル地区での
継続的実践の支援

モデル地区での
継続的実践の支援

＊ 高知市のいきいき百歳体操のような継続的事業への育成

PDCA
事業効果の

評価

日常生活圏域ニーズ調査

1. 包括的な調査項目
① 一般的事項（家族の状況、住居の状況など）

② 運動・閉じこもりについて

③ 転倒予防について

④ 口腔・栄養について

⑤ 物忘れについて

⑥ 日常生活について (IADL)

⑦ 社会参加について

⑧ 健康について

2. 個人データ
① 地区診断

② 医療費・介護給付費との連結分析



日常生活圏域ニーズ調査結果（１）
二次予防の必要な（特定）高齢者の状況

（％）（人）

日常生活圏域ニーズ調査結果（２）
二次予防の必要な（特定）高齢者（運動基準）の状況

（％）（人）



ハイリスクグループの把握（１）
住環境別にみた二次予防対象者の割合

持ち家者 公営住宅居住者

ハイリスクグループの把握（２）
経済状況別にみた二次予防対象者の割合

年間所得200万円以上者 生活保護受給者



二次予防が必要な（特定）高齢者の地理的分布の検討（１）

二次予防が必要な（特定）高齢者（運動基準）の地理的分布の検討



二次予防が必要な（特定）高齢者の地理的分布の検討（２）

検討結果に基づくモデル地域の選定検討結果に基づくモデル地域の選定

行橋市の活き活きサロンの様子（１）



行橋市の活き活きサロンの様子（２）

行橋市の活き活きサロンの様子（３）



行橋市の活き活きサロンの様子（４）

まとめ

• 行橋市では、住民参加型の健康づくりを推進
するために、住民を巻き込むための環境づく
りを行ってきた。

–行政が「手取り・足取り」事業を展開するだけでは
継続性がなく、結局効果もない。

–アンケートやワークショップを行い、さらに行政が
データを分析した結果を住民に還元することで住
民の自主性を引き出す努力を行うことが必要。

–小地域福祉活動である「いきいきサロン」は地域
包括ケアを推進するための基盤になると考える。


